








知っていますか？ 殺処分される動物たちのこと

群馬県では、年間2000頭以上の犬、猫が殺処分されています。

犬や猫の死亡原因の一番は、病気でも老衰でもなく、行政による殺処分です。

昨年一年間で、何らかの理由で飼えないと、飼い主自らが保健福祉事務所や動物管理センターに持ち込んだペットが、2867頭。そのうち譲

渡されたり返還されたりして命が助かったのが一部で、残りの2192頭が殺処分されました。とりわけ猫の殺処分数は、10年前に比べても

あまり減っていないのが現状です。

殺処分をゼロにするために必要なこと。

① まずは、飼い主がしっかりと終身飼育すること
　 （首輪や迷子札をつけて、逸走や捕獲による殺処分を減らすこと）

② そして、飼い犬や猫に去勢手術をし、無計画な出産を行わないこと

③ それが守れない場合にはペットを飼わないこと

群馬県では、玉村町に、新たに動物愛護センターを設置します。狂犬病予防業務を集約するとともに、ボランティア等と協働しながら、引

き取り・収容数の減少や、犬猫の譲渡推進などの動物愛護業務を推進していきます。

動物愛護業務の実績（中核市を除く）

…平成14年度　 …平成24年度

2336頭
1089頭

984頭
216頭

2038頭
1562頭

274頭
398頭

0頭
238頭

0頭
39頭

3046頭
669頭

2038頭
1523頭

5084頭
2192頭

区分 種類 殺処分数

収容頭数 犬

引取頭数
犬

猫

返還 犬

譲渡数
犬

猫

処分数
犬

猫

処分数合計



議員報酬削減にあたっての議長声明

　国と地方が一丸となって、東日本大震災からの復興、「日本の再生」に取り組む中、大

胆な金融、経済政策がとられたことを契機として、景気回復の兆しが見えてきています。

しかし、県の財政状況は依然として厳しい状況にあり、県議会としては、県と協力して徹

底した行財政改革に取り組み、県民サービスを低下させないよう財源確保に努めてきた

ところです。

　こうした中、地方公務員の給与について、国から国家公務員の給与削減措置に準じた

措置を講ずるようにとの要請があり、７月からの給与引下げを前提とした地方交付税削

減の改正がされ、国の平成25年度予算が５月15日に成立しました。今回の要請は、地

方との十分な協議を尽くさないまま一方的に行なわれたということや、地方固有の財源

である地方交付税を給与削減の手段として用いられたという点で、あってはならないこ

とであります。

　地方公務員の給与は、人事委員会勧告を尊重して決定することが原則ですが、知事

は、県民サービスに与える影響を可能な限り回避するため、臨時特例的に職員給与を削

減することとしたところです。

　本県議会の議員報酬については、平成７年以降増額することなく、平成14年度からは

国に先駆け、県議会として、議長10％、副議長８％、議員５％の削減を行ってまいりまし

た。県議会議員にはもとより退職手当制度がなく、平成23年には議員年金制度も廃止

される中、本年４月からは、さらに一歩進め、議長12％、副議長10％、議員８％に拡大

するなど、全国的にみても積極的に取り組んでまいりましたが、今回更に、議員報酬をよ

り一層削減することとし、７月から、議長15％、副議長12％、議員10％の削減を実施し、

これにより、平成25年度においては総額で約4,650万円、議員一人当たりでは約97万

円を削減いたします。

　県議会としては、県と連携しながら、地方財政の充実・強化を国に対し強く求めると

ともに、県議会議員一人ひとりが、県民から負託された責任の重さを自覚し、広く県民の

声を聴きながら、議会活動に最大限邁進していく決意であります。

　県民の皆さまの変わらぬご理解、ご協力をお願い申し上げます。

　平成25年６月13日　　群馬県議会議長　　久保田　順一郎


